
１．継続組織の前提に関する注記

該当なし。

２．重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品の期末実地棚卸高により、最終仕入原価法で評価している。

（2）固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産・・・・・建物は定率法及び定額法によっている。但し、平成10年4月

　　　　　　　　　　　　以降に取得した建物については定額法によっている。

　　　　　　　　　　　　什器備品は定率法によっている。

　無形固定資産・・・・・定額法によっている。

（3）引当金の計上基準

　貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、税法基準により算出

　　　　　　　　　　　　した繰入限度額内の額を計上している。　

　 　退職給付引当金・・・・職員の退職給付に備えるため、当期末退職給与の自己都

　　　　　　　　　　　　合要支給に相当する額から、中小企業退職金共済事業負

　　　　　　　　　　　　担退職金を控除した額を計上している。

　役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

　　　　　　　　　　　　要支給に相当する額を計上している。

　賞与引当金・・・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

　　　　　　　　　　　　当期に帰属する額を計上している。

（4）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

（5）リース取引の処理方法

　リース取引に関する会計基準第19項及び第22項に基づき、所有権移転外ファイナンス・

リース、オペレーティング・リースの取引については重要性が乏しいため、注記を省略

している。

３．会計方針の変更

該当なし

財務諸表に対する注記
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４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定財産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

減価償却引当資産

業務用パソコン等更新取得資金

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

減価償却引当資産

業務用パソコン等更新取得資金

６．担保に供している資産

該当なし。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

建　　　　物

什 器  備 品

無形固定資産

6,156,566

－

15,000,000

555,600

555,600

3,041,906

0

67,512,501

4,267,500

0

（単位：円）

（単位：円）

27,445,618

0

555,600

－

1,777,500

（うち負債に
対応する額）

当期末残高

2,490,000

27,445,618

96,298,973

－

－

71,780,001

67,512,501

合　　計

2,674,320

101,899,939

15,000,000－

－

－

30,119,938

－

－

27,445,618

合　　計

116,899,939

取得価格

19,591,052

小　　計

小　　計

4,267,500

116,899,939

（うち一般正
味財産からの

充当額

（うち指定正
味財産からの

充当額

－

133,430,088

118,709,493

科    目

15,000,000

111,298,973

15,000,000

2,674,320

（単位：円）

0

25,242,759

減価償却累計額

246,487,874

20,818,483

－ 45,119,938 71,780,001

当期末残高

3,371,117

1,053,159

115,338,376

18,537,893

112,611,605

4,267,500

－

101,899,939

27,445,618

67,512,501

65,026,195

271,730,633

科    目

小　　計

小　　計

合　　計

科    目

当期末残高

15,000,0000

当期増加額

015,000,000

当期減少額前期末残高

15,000,000

0 15,000,000

－

－

6,156,566

1,337,160 1,337,160 0 2,674,320
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８.保証債務等の偶発債務

該当なし。

９.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし。

１０.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし。

１３．重要な後発事象

該当なし。
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